
１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

    (1)  有価証券の評価基準及び評価方法
         ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
         ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
    (2)  固定資産の減価償却の方法
         ・建物並びに器具及び備品－定額法
         ・リース資産
           所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
             自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
           所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
             リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
    (3)  引当金の計上基準
         ・退職給付引当金－兵庫県民間社会福祉事業職員退職年金　事業主掛金累計額計上。

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

（1） 兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済
（2） 日本生命保険相互会社　新企業年金保険

   当法人の作成する財務諸表等は以下のとおりになっている。
 (1) 法人全体の財務諸表(第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式)
 (2) 事業区分別内訳表(第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式)
 (3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
 (4) 収益事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
   当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
 (5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容
     ア  本部（社会福祉事業）
　　  「本部」
     イ  障害者支援施設シャイン（社会福祉事業）
 　　 「生活介護」
　　  「施設入所支援」
 　　 「短期入所事業」
     ウ  老人保健施設　ハイム・ゾンネ（社会福祉事業）
　　  「老人保健施設ハイム・ゾンネ」
 　　 「短期入所療養介護」
　　  「通所リハビリテーション」
 　　 「介護予防短期入所療養介護」
  　　「介護予防通所リハビリテーション」

６．基本財産の増減の内容及び金額

財務諸表に対する注記（法人全体用）

２．重要な会計方針

    基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

  (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 181,211,376 0 14,877,693 166,333,683

0
合計 501,851,788 0 40,940,786 460,911,002

建物 320,640,412 0 26,063,093 294,577,319
定期預金 0 0 0 0
投資有価証券 0 0 0

         ・賞与引当金      －上期賞与予定額（4/6）計上。



７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等
   特別積立金の取崩し

　　　　該当なし

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

減価償却累計額
建物（基本財産）
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
器具及び備品
権利
ソフトウェア

該当なし

該当なし

期限前償還条件付社債

８．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産）                0円
建物（基本財産）                0円

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
    (貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

(単位：円)
取得価額 当期末残高

1,069,845,199 775,267,880 294,577,319

 計                0円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）                0円

 計                0円

30,481,500 16,336,797 14,144,703
9,305,845 9,305,839 6

3,290,116 3,290,115 1
1,207,500 702,031 505,469

9,075,696 3,478,203 5,597,493
合計 1,229,437,322 887,015,867 342,421,455

102,756,514 78,635,002 24,121,512
3,474,952 0 3,474,952

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
    (貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

(単位：円)
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

第○回利付国債
第△回利付国債
第☆回★★社

合  計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

(単位：円)
種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合  計



１２．関連当事者との取引の内容

種類 法人等 資産総額 事業の 取引の 取引金額 科目 期末残高
の名称 内容 事業上の 内容

又は職業 関係

借入金 大田 研治 不明 医師 理事長
土地購入代金

の融通
50,000,000円

役員等
長期借入金

11,000,000円

取引条件及び取引条件の決定方針等

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 純資産の状態
     を明らかにするために必要な事項

（1） 本部（社会福祉事業）
ア　貸借対照表の組替え
　　会計基準移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における
　流動資産から流動負債を控除した金額（＝前期末支払資金残高）。
イ　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法。
ウ  消費税非課税事業者は税込経理。

（2） 障害者支援施設シャイン（社会福祉事業）
ア　貸借対照表の組替え
　　会計基準移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における
　流動資産から流動負債を控除した金額（＝前期末支払資金残高）。
イ　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法。
ウ  消費税非課税事業者は税込経理。

（3） 老人保健施設　ハイム・ゾンネ（社会福祉事業）
ア　資本金の振替
　老健準則にいう資本金を基本金1号に計上。
イ　資本剰余金の振替　
　老健準則にいう指定寄付金は基本金2号に計上。
ウ　利益剰余金の振替
　老健準則にいう利益剰余金に該当するものは、その他の積立金、次期繰越活動
　増減差額として計上するため、会計基準移行年度の前年度末現在の任意積立金
　はその他の積立金へ、当期未処分利益は前期繰越活動増減差額へ勘定科目の組
　み替えを行わなければならない。
エ　資金収支計算書における支払資金の残高の設定
　老健準則では資金収支計算書が財務諸表の範囲に含まれていなかったため、介
　護老人保健施設については、会計基準移行年度の期首における支払資金残高を
　資金収支計算書の「前期末支払資金残高」として計上しなければならない。
　　会計基準移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における
　流動資産から流動負債を控除した金額（＝前期末支払資金残高）。
オ　固定資産（有形リース資産）
　リース総額が300万円以下のため事業費支出賃借料として処理。
　　三井住友トラスト・パナソニックファイナンス㈱　

商品名 ﾘｰｽ期間 月　額
電気大型洗濯機 72ヶ月 24,591円 令和元年5月済

電動昇降型ｽﾄﾚッﾁｬｰ 72ヶ月 14,175円 令和元年7月済

今年度上記リース契約２件終了しました。
カ　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法。
キ  消費税非課税事業者は税込経理。

1.63% 1,437,143円
1.63% 　830,000円

姫路市田寺
2-23-20

1/8 有

ﾘｰｽ料率 総　額

役員の
兼務等

関係内容
議決権の
所有割合

住所



         ・建物並びに器具及び備品－定額法
         ・リース資産
           所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
             自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
           所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
             リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
    (3)  引当金の計上基準
         ・退職給付引当金－該当なし
         ・賞与引当金       －該当なし

    該当なし

   （1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済
   （2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

６．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特

     該当なし

合計 45,471,062 0 18,797,598 26,673,464

   別積立金の取崩し

定期預金 0 0 0 0
投資有価証券 0 0 0 0

土地 41,494,000 0 14,877,693 26,616,307
建物 3,977,062 0 3,919,905 57,157

(単位：円)
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

   (2)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙４)
    ア  本部
   (3)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３)は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

    基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

    (2)  固定資産の減価償却の方法

２．重要な会計方針の変更

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する財務諸表等とサービス区分

    当拠点区分において作成する財務諸表等は以下のとおりになっている。
   (1)本部拠点財務諸表(第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式)

財務諸表に対する注記（本部）

１．重要な会計方針

    (1)  有価証券の評価基準及び評価方法
         ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
         ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法



　　※本部拠点では「６．担保に供している資産」は「該当なし」と記載。

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
    (貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

     該当なし 

合  計

１１．重要な後発事象

     該当なし 

第☆回★★社
期限前償還条件付社債

第○回利付国債
第△回利付国債

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

     該当なし 
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合  計

     該当なし 
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

合計 16,051,367 13,313,788 2,737,579

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
    (貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

権利 2,174,952 0 2,174,952
ソフトウェア 499,800 499,800 0

構築物 1,207,500 702,031 505,469
器具及び備品 0 0 0

建物（基本財産） 8,878,999 8,821,842 57,157
建物 3,290,116 3,290,115 1

 計 0円

(単位：円)
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

 計 0円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 0円
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）（本部拠点） 0円

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産） 0円
建物（基本財産） 0円



     ・退職給付引当金－兵庫県民間社会福祉事業職員退職年金　事業主掛金累計額計上。
     ・賞与引当金    －上期賞与予定額（4/6）計上。

　　該当なし

   （1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済
   （2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

    (2)  固定資産の減価償却の方法
         ・建物並びに器具及び備品－定額法
         ・リース資産
           所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
             自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
           所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

財務諸表に対する注記（シャイン）

１．重要な会計方針

    (1)  有価証券の評価基準及び評価方法
         ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
         ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

   (1)障害者支援施設シャイン拠点財務諸表(第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式)
   (2)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙４)
    ア  生活介護
    イ  施設入所支援
    ウ  短期入所事業
    エ  障害者支援施設シャイン

             リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
    (3)  引当金の計上基準

２．重要な会計方針の変更

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する財務諸表等とサービス区分

    当拠点区分において作成する財務諸表等は以下のとおりになっている。

   (3)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３)は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

    基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 74,717,576 0 0 74,717,576
建物 167,812,924 0 10,472,880 157,340,044

合計 263,476,260 0 10,472,880 232,057,620

６．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特

定期預金 0 0 0 0
投資有価証券 0 0 0 0

   別積立金の取崩し

     該当なし   



建物（基本財産） 0円
 計 0円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 0円

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産） 0円

    (貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）（シャイン拠点） 0円
 計 0円

　　※シャイン拠点では「6．担保に供している資産」は「該当なし」と記載。

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

車輛運搬具 7,540,475 7,540,471 4
器具及び備品 50,182,274 44,816,639 5,365,635

建物（基本財産） 562,235,000 404,894,956 157,340,044
機械及び装置 30,481,500 16,336,797 14,144,703

合計 653,190,585 474,451,187 178,739,398

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
    (貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

権利 600,000 0 600,000
ソフトウェア 2,151,336 862,324 1,289,012

     該当なし   
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

     該当なし   
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合  計

第☆回★★社
期限前償還条件付社債

第○回利付国債
第△回利付国債

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

     該当なし

合  計

１１．重要な後発事象

     該当なし   



     ・退職給付引当金－兵庫県民間社会福祉事業職員退職年金　事業主掛金累計額計上。
     ・賞与引当金    －上期賞与予定額（4/6）計上。

２．重要な会計方針の変更

　　該当なし

   （1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済
   （2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

   別積立金の取崩し

 　　 該当なし

合計 213,850,226 0 11,670,308 202,179,918

６．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特

定期預金 0 0 0 0
投資有価証券 0 0 0 0

土地 64,999,800 0 0 64,999,800
建物 148,850,426 0 11,670,308 137,180,118

(単位：円)
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

    オ  介護予防通所リハビリテーション
    カ  老人保健施設ハイム・ゾンネ
　 (3)拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３)は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

    基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

　 (1)老人保健施設　ハイム・ゾンネ拠点財務諸表(第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式)
　 (2)拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙４)
    ア  老人保健施設ハイム・ゾンネ
    イ  短期入所療養介護
    ウ  通所リハビリテーション
    エ  介護予防短期入所療養介護

             リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
    (3)  引当金の計上基準

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する財務諸表等とサービス区分

    当拠点区分において作成する財務諸表等は以下のとおりになっている。　

    (2)  固定資産の減価償却の方法
         ・建物並びに器具及び備品－定額法
         ・リース資産
           所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
             自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
           所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

財務諸表に対する注記（ハイム・ゾンネ）

１．重要な会計方針

    (1)  有価証券の評価基準及び評価方法
         ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
         ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法



１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

 　　 該当なし

合  計

１１．重要な後発事象

  　　該当なし

第☆回★★社
期限前償還条件付社債

第○回利付国債
第△回利付国債

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

  　　該当なし
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合  計

  　　該当なし
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

合計 560,195,373 399,250,892 160,944,481

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
    (貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

ソフトウェア 6,424,560 2,116,079 4,308,481
0

器具及び備品 52,574,243 33,818,363 18,755,880
権利 700,000 0 700,000

建物（基本財産） 498,731,200 361,551,082 137,180,118
車輛運搬具 1,765,370 1,765,368 2

    (貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）（ハイム・ゾンネ拠点） 0円
 計 0円

　　※ハイム・ゾンネ拠点では「６．担保に供している資産」は「該当なし」と記載。

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 0円
 計 0円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 0円

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産） 0円


